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１ 令和６年度基準改正事項（看護小規模多機能型居宅介護）  

看護小規模多機能型居宅介護に係る主な基準の改正事項を掲載します。各サービスに共通

する改正事項については別添の「共通説明資料」をご確認ください。 

 

(1) 総合マネジメント体制強化加算の見直し  
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(2) 専門性の高い看護師による訪問看護の評価  

 

 

(3) 看護小規模多機能型居宅介護における柔軟なサービス利用の促進  
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(4) 情報通信機器を用いた死亡診断の補助に関する評価  

 

 

 

 

 

 

  

補足 

・ 情報通信機器を用いた在宅での看取りに係る研修とは、厚生労働省「情報通信機器（ICT）

を利用した死亡診断等ガイドライン」に基づく「法医学等に関する一定の教育」であること。 

【留意事項通知抜粋】 

・ 遠隔死亡診断補助加算の算定要件である「情報通信機器を用いた在宅での看取りに係る研

修」について、現時点では、厚生労働省「在宅看取りに関する研修事業」（平成２９～３１

年度）及び「ICT を活用した在宅看取りに関する研修推進事業」（令和２年度～）により実施

されている研修が該当する。 

【介護報酬改定に関する Q&A（Vol.1）問 42参考】 
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(5) 看護小規模多機能型居宅介護における認知症対応力の強化  

 

  
補足 

「認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議」の実施に当たっては、全

員が一堂に会して開催する必要はなく、いくつかのグループ別に分かれて開催することで差し

支えない。また、「認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議」は、テレ

ビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚生労

働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労

働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守していること。【留意事

項通知抜粋】 
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(6) アウトカム評価の充実のための排せつ支援加算の見直し  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

補足 

排尿又は排便状態が一部介助から見守り等に変わった場合は、排せつの状態の改善と評価し

てよい。なお、見守り等については、排せつの状態に関するスクリーニング・支援計画書に記

載されている「評価時点の排せつの状態」の項目において、「見守りや声かけ等のみで『排尿・

排便』が可能」で「はい」が選択されている場合、見守り等とみなす。【介護保険最新情報 Vol.1225

問 177 参考】 
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(7) アウトカム評価の充実のための褥瘡マネジメント加算等の見直し  

 

 

(8) 訪問看護等におけるターミナルケア加算の見直し  
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(9) 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方

策を検討するための委員会の設置の義務付け  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

補足 

利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するた

めの委員会の開催 

・ 介護現場の生産性向上の取組を促進する観点から、現場における課題を抽出及び分析した 

上で、事業所の状況に応じた必要な対応を検討し、利用者の尊厳や安全性を確保しながら事

業所全体で継続的に業務改善に取り組む環境を整備するため、利用者の安全並びに介護サー

ビスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会の設置及び開催に

ついて規定したものである。なお、３年間の経過措置を設けており、令和９年３月３１日ま

での間は、努力義務とされている。 

・ 本委員会は、生産性向上の取組を促進する観点から、管理者やケア等を行う職種を含む幅

広い職種により構成することが望ましく、各事業所の状況に応じ、必要な構成メンバーを検

討すること。なお、生産性向上の取組に関する外部の専門家を活用することも差し支えない

ものであること。 

・ また、本委員会は、定期的に開催することが必要であるが、開催する頻度については、本

委員会の開催が形骸化することがないよう留意した上で、各事業所の状況を踏まえ、適切な

開催頻度を決めることが望ましい。 

・ あわせて、本委員会の開催に当たっては、厚生労働省老健局高齢者支援課「介護サービス

事業における生産性向上に資するガイドライン」等を参考に取組を進めることが望ましい。

また、本委員会はテレビ電話装置等を活用して行うことができるものとし、この際、個人情

報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのため

のガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵

守すること。 

・ なお、事務負担軽減の観点等から、本委員会は他に事業運営に関する会議（事故発生の防止 

のための委員会等）を開催している場合、これと一体的に設置・運営することとして差し支

えない。本委員会は事業所毎に実施が求められるものであるが、他のサービス事業者との連

携等により行うことも差し支えない。また、委員会の名称について、法令では「利用者の安

全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員

会」と規定されているところであるが、他方、従来から生産性向上の取組を進めている事業

所においては、法令とは異なる名称の生産性向上の取組を進めるための委員会を設置し、開

催している場合もあるところ、利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担

軽減に資する方策が適切に検討される限りにおいては、法令とは異なる委員会の名称を用い

ても差し支えない。 

【解釈通知抜粋】 
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(10) 介護ロボットや ICT 等のテクノロジーの活用促進  

 

 

 

 

 

 

 

 

補足 

・ 以下の通知をご確認ください。 

「生産性向上推進体制加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例等の提示

について（令和６年３月１５日老老発 0315 第４号/令和６年３月２９日老高発 0329 第１

号）」 
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(11) 看護小規模多機能型居宅介護におけるサービス内容の明確化  

 

 


